
 

 

 

 

 

 

 

 

 

FEBRUARY 13RD 2013 三菱東京ＵＦＪ銀行 国際業務部  

EXPERT VIEW：【日系企業のための中国法令・政策の動き】

今回は 2013 年 1 月下旬から 2 月上旬にかけて公布された法令をとりあげました。一部以前に公布さ

れ、公開が遅れたものを含んでいます。 

［政策］ 
○「国務院の循環経済発展戦略及び短
期行動計画の印刷・発布に関する通
知」（国発［2013］5 号、2013 年 1
月 23 日発布・実施） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○「国務院の発展改革委員会等部門の
所得分配制度改革深化に関する若
干の意見の許可発布に関する通知」
（国発［2013］6 号、2013 年 2 月 3
日発布・実施） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
［行政法規］ 
○「国務院の『コンピュータ・ソフト
ウェア保護条例』改正に関する決
定」（国務院令第 632 号、2013 年 1
月 30 日公布、同年 3月 1 日施行） 

 
 
 

 
中国政府が以前から提起している資源節約型・環境友好型社会の
建設のための循環経済の発展戦略と短期行動計画を示したもの。
■2015 年の主要指標は、①主要資源産出率 2010 年比 15％増、②
エネルギー算出率標準炭トン当たり 1.47 万元（2010 年比 18.5％
増）、③水資源算出率立米当たり 95.2 元（同 43％増）、④建設
用地土地算出率 2010 年比 43％増、⑤工業個体廃棄物総合利用率
72％、⑥主要再生資源回収率 70％、⑦工業用水重複利用率 90％
以上、⑧都市汚水処理施設再生水利用率 15％以上、など。ほか
に、主要産業別の目標も設定されている。■政策としては、①産
業政策による省エネ・環境保護・土地・安全面の規制強化、②投
資における循環経済プロジェクトの重点化、③資源性製品・生活
用水・電力の価格改革及び水の“ゼロ・エミッション”企業への
汚水処理費徴収免除、再資源化処理廃棄物の価格優遇、建築ゴミ
廃棄費用徴収制度の研究、③中央・省級政府での循環経済発展専
門資金の創設、④資源総合利用に対する税優遇の継続、循環経済
関連の輸入設備に対する輸入関税減免、資源性製品の輸入を奨励
する関税政策の研究、環境税・行政費用の改革推進、⑤循環経済
モデル企業への金融支援など。 
 
都市と農村の発展格差、住民間の所得格差が大きいという問題に
対する改革措置を示したもの。■主な目標は、①2020 年に都市・
農村住民の所得を倍増させる、②所得分配格差を徐々に縮小させ
る、③合法所得を保護し、過大な所得に合理的に調整し、“陰性
所得”を規範化し、不法所得を取り締まる、④所得分配構造を合
理化し、労働分配率と民生部門の支出を増やす。具体措置は 30
項目。■注目点は、①2015 年までに大部分の地区の最低賃金基
準を当該地区の都市就業者平均賃金の 40％以上に引き上げ、集
団契約（注：日本の労働協約に相当）を 80％に到達させる、②
科学技術人材の貢献度に応じた報酬制度を確立・健全化する、③
資源の有償使用制度と生態環境補償メカニズムを確立・健全化す
る、④個人所得の双方向での申告制度と全国統一の納税者識別番
号制度を確立・健全化する、⑤資源税・消費税の範囲を拡大する
（相続税は徴収開始時期を検討する）、など。 
 
改正点は、罰則の強化。ソフトウェアの著作権者が保護のために
採った技術的措置を故意に回避または破壊した場合、著作権を管
理する電子情報を故意に削除または改変した場合、及び著作権者
のソフトウェア著作権を他人に譲渡または使用許可した場合の
罰金について、現行法の 5万元以下から 20 万元以下に引き上げ
ている。 
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○「国務院の『中華人民共和国著作権
法実施条例』改正に関する決定」
（国務院令第 633 号、2013 年 1 月
30 日公布、同年 3月 1日施行） 
 
 
○「国務院の『情報ネットワーク伝播
権保護条例』改正に関する決定」
（国務院令第 634 条、2013 年 1 月
30 日公布、同年 3月 1日施行） 
 
 
 
 
○「国務院の『中華人民共和国植物新
品種保護条例』改正に関する決定
（国務院令第 635 号、2013 年 1 月
31 日公布、同年 3月 1日施行） 
 
［規則］ 
○「環境保護部の『輸入廃棄プラスチ
ック環境保護管理規定』に関する公
告」（環境保護部公告 2013 年第 3
号、2013 年 1 月 18 日公布、同年 4
月 1日施行） 
 
 
 
 
 
 
［司法解釈］ 
○「最高人民法院の労働争議案件審理
の法律適用の若干問題に関する解
釈（四）」（法釈［2013］4 号、2013
年 1 月 18 日公布） 

 
改正点は、同じく罰則強化。著作権侵害行為があり、かつ社会公
共利益に損害を与えた場合の罰金について、現行法の違法経営額
の 3倍以下または 10 万元以下から、違法経営額が 5万元超の場
合は同額以上 5倍以下、違法経営がないか違法経営額が 5万元以
下の場合は情状に応じて 25 万元以下としている。 
 
「情報ネットワーク伝播権」とは、著作物（各種作品、録音・録
画製品）を著作権者の許可を得、報酬を支払った上でネットワー
クを通じて公衆に提供する権利をいう。■改正点は、同じく罰則
強化で、著作権者の権利を侵害した場合の罰金について、現行法
の 10 万元以下から、違法経営額が 5 万元超の場合は同額から 5
倍以下、違法経営がないか違法経営額が 5万元以下の場合は情状
に応じて 25 万元以下としている。 
 
改正点は、同じく罰則強化。植物新品種の所有権（植物新品種権）
を繁殖及び虚偽の授権により侵害した場合の罰金について、現行
法の違法所得の 5倍以下または同額以上 5倍以下から、繁殖した
植物の価格が 5万元以上の場合は同額以上 5倍以下、価格がない
か 5万元以下の場合は情状に応じて 25 万元以下としている。 
 
プラスチックの廃棄物・粉砕品・屑の輸入に関する環境保護規制。
■輸入申請許可企業は、①PET（ポリエチレンテレフタレート）
を原料とする化繊生産企業、②プラスチック製品生産企業、③プ
ラスチック再生造粒企業、④同一加工場の設備年産能力が 3万ト
ン以上の PET チップ生産企業で、超薄型レジ袋・プラスチック袋
の生産企業、医薬品・飲料・食品・食品添加剤に直接接触するプ
ラスチックの生産企業を除く。■プラスチック加工利用企業の条
件は、既存の各種規定・技術規範に適合すること、②加工利用企
業と代理輸入企業（各法定代表者を含む）に直近 2年間違法行為
がないこと、③加工利用企業に直近 1年間環境汚染行為がないこ
と、など。 
 
最高裁の労働争議への対応に関する司法解釈。注目点は、①労働
者に退職後の競業制限を課す場合の経済補償基準について、労働
契約解除・終了前 12 ヵ月の平均賃金の 30％を月毎に支払うとし
たこと、②買収、合併・分割、出向など本人の原因によらずに雇
用単位が変更した際に、元の雇用単位が経済補償を支払わず、そ
の後、新しい雇用単位との労働契約が解除・終了したときは、元
の雇用単位の勤務年数を合算するとしたこと。 
 

（本シリーズは、原則として隔週で掲載しています。） 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 

国際事業本部 海外アドバイザリー事業部 

池上隆介
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WEEKLY DIGEST 

【経済】 

◆1 月のCPI 前月比 0.5 ポイント下落の 2.0% 
国家統計局の 8 日の発表によると、1 月の消費者
物価上昇率(CPI)は前月比 0.5 ポイント下落して
前年同月比+2.0%となった。品目別では、食料品
が前年同月比+2.9%と、前月の同+4.2%から上昇
ペースが鈍化、非食料品も同+1.6%と前月の同
+1.7%から僅かに鈍化した。食料品のうち、卵は
同+11.0%と大幅に上昇、穀物、油脂はそれぞれ
同+4.7%、同+4.6%と前月とほぼ同水準での推移と
なった。また、野菜は同+2.6%、水産品は同+2.5%
といずれも上昇したものの、上昇率は前月の同
+14.8%、同+6.1%に比べ低下している。一方、豚肉
は同▲5.0%、果物は同▲6.7%と前月に続き下落し
た。なお、1月の工業生産者出荷価格(PPI)は前年
同月比▲1.6%となり、11 ヶ月連続でのマイナスと 
なったものの、下落幅は昨年 9月を底に緩やかな縮小傾向を示している。 
 
◆国務院、所得分配制度改革の方針を発表 
国務院は 8日、「所得分配制度改革の深化に係わる重点業務の分担に関する通知」を発表し、賃金、税制、
社会保障、農業の各方面の改革を通じ、所得格差を是正する方針を明らかにした。具体的には、賃金面で
は、最低賃金を適宜引き上げる他、新たに業種別の最低賃金水準の制定を検討し、中低所得者の所得を増
やす。また、高所得の国有企業に対する所得水準の引下げを実施するとしている。税制面では、高所得者
に対する個人所得税の課税を強化、不動産税(日本の固定資産税に相当)の導入地域を順次拡大、更に、適切
な時期に遺産税(日本の相続税に相当)の導入を検討するとしている。社会保障面では、養老保険制度や
国民皆保険制度の整備、保障性住宅の供給量の拡大、最低生活保障水準の逐次引き上げを実施する。農業
面では、農産物の価格保護制度の整備や農業補助事業の拡大により、農村世帯の所得を増加させると表明
している。 

【産業】 

◆1 月の自動車生産・販売台数 共に過去最高を記録 
中国自動車工業協会は7日、1月の自動車生産台数が前年同月比+51.2%の196.45万台、販売台数が同+46.4%
の 203.45 万台となり、共に月間の生産・販売台数の過去最高を記録したことを明らかにした。車種別で
は、乗用車の生産が前年同月比+53.9%の 162.12 万台、販売が同+48.7%の 172.55 万台と大幅に増加。また、
商用車も生産が前年同月比+39.6%の 34.33 万台、販売が同+34.8%の 30.90 万台と共に 30%超えの高い伸び
を示した。同協会は、今年の 1月は、春節(旧正月)の大型連休があった昨年の 1月に比べて営業日が多か
った事や、乗用車に対する需要増が自動車市場全体の伸びに繋がったとの見方を示している。なお、同協
会は先月、2013 年通年の自動車の販売台数は前年比+7.0%の 2,065 万台と予測している。 

【貿易・投資】 

◆1 月の輸出入 前年同月比 26.7%の大幅増 
税関総署が 8 日に発表した貿易統計では、1 月の輸出入総額は前年同月比+26.7%の 3,455.85 億米ドルと
大幅な増加となった。うち、輸出は同+25.0%の 1,873.66 億米ドル、輸入は同+28.8%の 1,582.19 億米ドル
と、共に 2桁台の伸びを記録した。1月の輸出入が好調だった要因について、税関総署は、比較対象とな
る昨年の 1月は春節の大型連休があり今年の 1月に比べ営業日が少なかった為と分析している。なお、貿
易相手国・地域別では、ASEAN は前年同月比+42.9%と大幅に拡大、また、米国は同+23.4%と堅調に増加、
EU、日本はそれぞれ同+10.5%、同+10.3%と、共に 10%超の伸びとなっている。 

◆深圳市と広東省 最低賃金を引き上げ 
広東省深圳市と広東省人的資源社会保障部は相次いで最低賃金の引き上げを発表した。深圳市の月額最低
賃金は、3月 1日より現行の 1,500 元から 1,600 元に引き上げられ、引き続き全国で最高水準となる。深
圳市を除く広東省の各地域では 5月 1日から、広州市が 1,300 元から 1,550 元に、珠海市が 1,150 元から
1,310 元に、仏山市、東莞市、中山市の 3市が 1,100 元から 1,310 元に引き上げられる。 

※各都市の最新の最低賃金については下記リンクよりご覧頂けます。  

http://www.bk.mufg.jp/report/chi200403/313021302.pdf

 

http://www.bk.mufg.jp/report/chi200403/313021302.pdf
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【金融・為替】 

◆台湾の居住者企業向け人民元業務開始 

台湾の居住者企業向けの人民元業務が、6日台湾で開始された。これにより、台湾の居住者企業が中国大
陸等との間で、貿易決済や非貿易決済を人民元建てで行うことが可能となった。台湾は中国との経済的
な結びつきが強く、今後、台湾企業や日本企業の台湾現地法人等が中国大陸等との取引の際に、人民元
建決済を利用する動きが拡大することが期待される。 
 
◆1月の人民元新規貸出 前年同月比 3,340 億元増加の 1兆 700 億元 

人民銀行の 8日の発表によると、1月の人民元新規貸出額は前年同月比 3,340 億元増加して 1兆 700 億元と
なった。1月の社会融資規模(注)は前年同月比1兆 5,600億元増加の2兆 5,400億元だった。1月末時点のマ
ネーサプライ(M2)は前年同月比+15.9%の 99兆 2,100億元となり、伸び率は前月末に比べて2.1ポイント上昇
した。同時に発表された 1月のクロスボーダー人民元決済額は、経常項目が 3,140 億元、うち、貨物貿易が
2,257億元、サービス貿易及びその他が883億元。資本項目が292億元、うち、対外直接投資が11億元、対
内直接投資が281億元となった。 

(注)：社会融資規模＝人民元貸出+外貨貸出+委託貸出+信託貸出+銀行引受手形+企業債券+非金融企業株式融資+保険公司

賠償+投資用不動産+その他 
 
 
 
 
 
 
 
 

人 民 元 の 動 き 

資料）中国外貨取引センター、中国人民銀行、上海証券取引所資料より三菱東京 UFJ 銀行国際業務部作成 

 
 
 RMB レビュー＆アウトルック
来週は春節につき休場、オフショア市場も閑散取引を予想～ 
今週の人民元は前週比やや軟化し、6.23 を中心に推移した。対ドル基準値が前週比人民元安に設定さ
たことを受けたもので、7 日には 6.2898 と約一ヵ月ぶりの安値水準に設定されている。もっとも、人
元需要は引き続き強く、連日基準値比 0.9%超の水準まで上昇している。春節休暇を翌週に控え、預金
引き出しに備えたいとする銀行などの需要により人民元の流動性が逼迫しており、短期金利は上昇して
る。中国人民銀行は今週に入ってから 7 日までの間に、リバースレポを通じて 6620 億元を供給した。
の額は週間ベースの供給額としては過去最高水準であり、これを受けて一時 4%台を示現していた 7 日
レポレートは 3%台半ばへ低下している。 
8 日に発表された 1月の貿易収支では、輸出入共に前年比 20%超を記録した。実額は輸出入共に 12 月を
回っており、昨年の 1月が春節休暇のために営業日が少なかったことによる統計上のゆがみも一因では
る。だが、過去の推移では 1 月の輸出額は 12 月から減少する傾向にあることや、税関総署が発表して
る営業日数調整後の伸び率でも前年比 12.4%と二桁成長を維持していることを鑑みれば、不悪な結果と
って良いだろう。国、地域別ではアセアン向けが前年比+48.6%、米国向けが前年比+14.5%と大幅に増加
たほか、EU 向けも+5.2%増加している。貿易統計に先立ち、5 日に発表された HSBC サービス業 PMI も
4.0 と 12 月の 51.7 から拡大したほか、7 日に中国自動車工業協会が発表した 1 月の新車販売台数も約
03 台と月間販売台数として初めて 200 万台を突破するなど、今週発表された経済指標は概ね好感される
のとなった。また、1 月の消費者物価上昇率は食品価格の上昇ペース鈍化を受け、12 月の前年比+2.5%
下回る+2.0%となった。 
来週は春節休暇のため、週を通じて休場。香港のオフショア市場（CNH）も閑散取引となろう。市場の
開は 2月 18 日となる。 

（2月8日作成）（市場企画部市場ソリューション室 グローバルマーケットリサーチ） 
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いますよう、宜しくお願い申し上げます。当資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、当行はその正確性を保証するものではあ

せん。内容は予告なしに変更することがありますので、予めご了承下さい。また、当資料は著作物であり、著作権法により保護されております。 


